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研究成果の概要（和文）：この研究は、我が国におけるIR及び内部質保証の在り方に関する研究である。この研究で、
内部質保証を支援するIRのための人材の教育カリキュラムとデータベースの活用に関する研究も行った。また、IRによ
る内部質保証の実質化の支援の状況を把握するために、国立大学を対象とするアンケート調査を実施した。調査の結果
、IRは内部質保証の支援を十分に実施していないことが分かった。今後は、IRは、個別の課題の調査分析にとどまるこ
となく、全学としての内部質保証システムに位置付けて活用することが重要といえよう。

研究成果の概要（英文）：This study is study about institutional research which support to internal 
quality assurance in japanese universities. This study includes studies about an education curriculum of 
human resources and a data base for institutional research. And we did a questionnaire survey to japanese 
national universities in order to investigate the situation of the support to internal quality assurance 
by institutional research. We found out that institutional research doesn't support the internal quality 
assurance sufficiently according to survey result. And we found out that it's important to include 
institutional research in internal quality assurance system as the whole university management system as 
well as an individual problem.

研究分野：大学評価

キーワード： IR　内部質保証

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）近年、我が国の大学では、大衆化、グ
ローバル化、市場化の進展等に対応するため、
内部質保証システムの構築の必要が叫ばれ
ている。特に、大学評価の観点からは、大学
基準協会と大学評価・学位授与機構が認証評
価基準において明示しており、各大学の対応
が強く求められている。 
（2）内部質保証システムとは、一般には、「機
関（プログラム）の一連の行動に関する質の
監視と向上に用いられる大学内部の仕組み」
（大場 2009）とされている。 
そのため、その構築には、①質の監視のた
めの大学の教育・研究等の諸活動の実態を表
す情報（以下、本稿では「機関調査情報」。）
の収集・管理・分析、とともに、②機関調査
情報を質の向上・改善に反映させる仕組みが
必要である。しかし、我が国の大学の実態に
即した内部質保証システムは未だ確立して
おらず、各大学・評価機関による検討が進め
られている段階である。 
（3）上記（2）①に必要な機関調査情報のあ
り 方 に つ い て は 、 近 年 、 い わ ゆ る
Institutional Research（以下、「IR」とする。
「機関調査」と訳す。）の文脈で取り上げら
れている。IRは、Saupe(1990)によると、広
く「組織や機関単体の意思決定に役立つ特殊
な情報を提供すること」と定義されており、
研究分担者等による米国の大学の現地調査
（H21科学研究費補助金）の際も、大学管理
者への報告、情報公開、大学経営支援等多様
な文脈で実践されていることが確認された。 
このような多様な側面を有する IR につい
ては、我が国でも先行研究は暫増しているが、
教育改革を目的とする「教学 IR」に焦点を当
てたもの（藤原 2007）や、諸外国の事例か
ら示唆を得るもの（鳥居 2007）が多い。こ
れらの研究は、個別機関の内部質保証システ
ムの構成要件やメカニズムについて言及し
ている。しかし、これら先行研究は、個別機
関の実践に焦点を当てた限定的・例外的なも
のであり、また、IR活動において収集された
機関調査情報がいかに改善・向上に活用され
たかを明らかにした研究は管見の限り見当
たらなかった。 
なお、研究代表者・分担者は、「国立大学
法人における PDCA サイクルの構築に向け
た経営支援の実践的研究」（科学研究費補助
金基盤（C）、H20～H22年度）において、IR
という組織と機能の要素を明らかにしたが、
上記と同様に、意思決定機関への機関調査情
報の反映の観点での研究は十分ではない。 
このように、先行研究では、未だ、我が国
の大学の内部質保証システムの構築の観点
からの機関調査情報の活用のあり方に関す
る方向性は確立されておらず、また、検討の
前提である機関調査情報の活用実態に関す
る調査研究も行われていない状況にある。 
（4）このような状況を踏まえつつ、研究代
表者・分担者は、大学評価業務の中で大量に

収集・蓄積した機関調査情報の活用の促進の
観点から、九州大学において内部質保証シス
テムを構築すべく、情報の分析と学内委員会
等への提供などを積極的に行ってきた。しか
し、実際には、機関調査情報が大学運営の向
上・改善のために用いられない、という課題
に直面するに至った。この課題は、全国の大
学評価・IR実務担当者により構成される大学
評価担当者集会の場のアンケート調査等に
おいても共通した課題であることが明らか
となった。 
 
２．研究の目的 
以上の背景を踏まえて、我が国の大学内部
質保証システム構築の取組・実態に関するヒ
アリング・アンケート調査を通じて、機関調
査情報の活用課題を把握し、内部質保証シス
テムの構築に資する機関調査情報の収集・管
理・分析のあり方を明らかにすることを本研
究の目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）平成 24年度 
まず、我が国における IR の取組自体が端
緒についたばかりの段階であり、IR の取組の
実態が不明確な状況を踏まえて、我が国の大
学における IR の実態調査を行った。 
また、内部質保証システムに関しては、そ
の重要性が叫ばれ始めた段階であるため、そ
のあり方に関する検討は進んでおらず、大学
関係者間でもコンセンサスが得られていな
い状況にある。このため、まず、①文献調査
と、②先進的な取り組みを行っている大学に
おける内部質保証システム構築の取組に関
するヒアリング調査を行った。ヒアリング調
査の実施時期は、平成24年7月～9月である。
聴取対象者は、内部質保証システムに関する
先進的な取組を行っている国公私立大学の
評価業務の担当者であり、ヒアリング対象機
関は、室蘭工業大学、長崎大学、金沢大学、
大阪府立大学、金沢工業大学、立命館大学、
同志社大学、大学評価・学位授与機構、大学
基準協会、日本高等教育評価機構である。 
 このヒアリング結果により、大学関係者間
で内部質保証システムに対して抱いている
あるべき姿及びその異同、取組の実態を把握
したことで、今後のあり方の検討の基礎情報
が得られた。 
（2）平成 25年度 
IR に関しては、担当する人材（以下、「IR
人材」）が不足している状況を踏まえて、IR
人材の育成のあり方に関する研究を行った。 
また、内部質保証に関しては、平成 24 年
度に実施した内部質保証システムに関する
研究成果を国内外の学会において報告し、関
係者間での共有を図るとともに、学会参加者
との意見交換を通じて、引き続き、内部質保
証に関する最新の研究状況と実務の取組状
況の把握を行った。特に、国際会議において
は、内部質保証の重要な要素である PDCA サ



イクルを構成する計画、進捗管理、評価を支
援するシステムに関する報告を行い、諸外国
からの参加者と意見交換を通じて、国際通用
性のある内部質保証システムのあり方の検
討を行った。 
（3）平成 26年度 
内部質保証に関しては、内部質保証システ
ムを機能させる大きな機会である機関別認
証評価、および、国立大学の中期目標・中期
計画の進捗管理の実務を研究対象として、そ
の現状と課題に関する研究を行った。 
特に、現在、大学の運営に関して、教職協
働が強く求められている状況を踏まえて、大
学職員の計画の進捗管理と評価に関する能
力にも着目し、職員における内部質保証に関
する業務の現状と課題について研究を行っ
た。 
（4）平成 27年度 
内部質保証に関して、IR の内部質保証への
実質化の支援の状況を調査するためのアン
ケート調査を設計・実施した。調査対象は、
全国の国立大学である。このアンケート調査
の結果を分析することで、これまで明らかで
なかった IR による内部質保証の実質化への
支援の現状と課題を明らかにした。この分析
結果は、IR、内部質保証に関係する学会等に
おいて報告し、参加者との意見交換を通じて、
内部質保証の実質化に資する IR のあり方に
関する議論の深化を図ることとしている。 
 
４．研究成果 
これまでの内部質保証及び IR に関する研
究においては、IR の取組に資する人材育成、
IR に関するデータベースの構築に関する研
究成果を取りまとめるとともに、その成果の
活用・発信を行った。 
（1）IR 人材の育成に関しては、IR の業務プ
ロセス（McLaughlin, G.W, & Howard, R. 
D.,2004）をもとに、5 科目から構成される
IR 人材育成カリキュラムを開発した。 
この成果を踏まえて、平成 25 年度後期よ

り、研究代表者・分担者の所属する大学にお
いて、大学院生を対象とする授業科目を開講
した。授業には、大学院生に加えて、中国・
九州地域の大学から現職の教員・職員も参加
し、現場の視点からの意見をいただいた。ま
た、カリキュラムに関して、より広範囲の実
務に携わっている教員・職員との意見交換を
通じて、改善を図ることを目的として、学外
（東京、京都、北海道、岡山等）において IR
人材育成カリキュラム集中講習会を開催し
た。上記集中講習会では、上記授業科目のエ
ッセンスを提供するとともに、参加者と意見
交換を行った。毎回定員いっぱいの多数の教
員・職員の参加があったが、参加者に対する
事後アンケートの結果からは、高い満足度が
示された。 
（2）IR のためのデータベースに関しては、
現存する大学の IR のためのデータベースの
運用の現状を分析し、データ収集・蓄積のプ
ロセスにおける課題を明らかにした。特に、
内部質保証の重要な要素である PDCA サイク
ルを構成する計画、進捗管理、評価を有効に
機能させるためには、データベースをデータ
の収集・蓄積のためだけではなく、データを
活用する意思決定者の意識改革、IR との課題
の共有のためのデータに基づくコミュニケ
ーションのツールとして活用することが重
要との提案をまとめた。 
（3）内部質保証に関しては、内部質保証に
関する IR の支援の実態を把握するために、
大学評価・学位授与機構の「内部質保証シス
テムの構造・人材・知識基盤の開発に関する
研究会」の示した『教育の内部質保証システ
ム構築に関するガイドライン（案）』（2013 年
3 月 21 日）（以下、「ガイドライン（案）」）
に示された内部質保証の内部質保証の要素
のうち、教育プログラム、学習環境、教育の
目的・目標の「定期的点検」・「定期的改善」
への IR の関与の概況に関するアンケート調
査を実施した。対象は、全国立大学 85 校で
あり、回答は 49 校（回答率 57.6％）であっ
た。調査の結果、教育プログラム等の「定期
的点検」を「実施している」は、いずれも全
回答の 50％程度にとどまった。また、「点検
を支援している」IRは 50％前後にとどまり、
また、「点検に役に立っている」IR は、さら
にその約半数であった。他方、「定期的改善」
を「実施している」は 50％前後にとどまった。
また、「定期的点検」と比較して、「改善を支
援している」IR は約 40％でやや低かったが、
「改善に役に立っている」IR はやや高かった。
特に、「大学に教育分野の IR を担当する組
織・人がある」と回答した大学（24 大学）に
ついて、定期的点検・改善の実施と IR の支
援の状況を見ると、定期的点検・改善の実施
は、上記の全体よりも高い割合にあった。他
方、IR の支援は、IR 担当の組織・人がある
にも関わらず、点検・改善とも、全体より、
全体として低い割合にあった。以上の結果か
らは、全体的には、点検・改善は、継続的な

科目名（単位数） 目的

大学経営とIR
（2単位）

・大学経営におけるIRの意義
・IRのニーズの基礎にある内外環
境・ガバナンス・課題の理解

IRデータ収集・管
理論（2単位）

・大学におけるデータ収集・管理技
能の習得

IRデータ分析論
（2単位）

・大学における意思決定に必要な
データ分析技能の習得

大学評価とIR
（2単位）

・IR業務のうち、特にニーズが具体
的な評価業務の基礎技能を習得

IRインターンシップ
（2単位）

・基礎知識の実務への応用

図１　IR人材育成カリキュラムの構成



取組とはなっておらず、依然、認証評価への
対応の段階に留まっていることが伺われた。
また、教育分野の IR 担当の組織・人がある
大学においても、IR は定期的点検・改善を十
分に支援していない状況、すなわち、IR担当
の組織・人と内部質保証が関連付けられてい
ない状況が伺え、内部質保証システムの構築
に関して、IRは、未だ十分な支援を果たせて
いない状況が明らかになった。IR の内部質保
証への支援の課題に関しては、IR の業務プロ
セスの全般に渡る指摘があったが、「データ
の利用目的があいまい」、「現場における課題
やニーズの把握・共有」等の指摘や、個別大
学の経営課題に応じて発生・発展するという
IR の特性を踏まえると、IR の目的（対象と
する課題・ニーズ）の設定と内部質保証シス
テムの構築の齟齬が根本的な要因と思われ、
この点の対応が必要である。もちろん、大学
によっては、IR の取組が個別の部署における
個別のアドホックな課題・ニーズからスター
トするケースも考えられるが、IR の取組に大
きなコスト（人的・物的のみならずデータの
収集等に係る作業コスト）が必要なことも踏
まえると、このケースでも、大学全学の視点
からの内部質保証システムの構築の支援も
課題・ニーズに含めることが、IR の組織・人・
データの効率的・継続的な活用の点から重要
と思われる。 
 なお、上記アンケート調査に関しては、IR
に関する社会的関心の高まりを反映して、実
施予定時期に、複数の研究機関等から同趣旨
のアンケート調査が多数実施され、また、大
学にとって内部質保証の重要な機会である
認証評価の受審状況を考慮して、実施時期・
内容等に変更を加えて実施した。 
また、以上の研究成果を踏まえて、大学評
価機関における内部質保証に関する研究会
に研究員として参加するとともに、大学評価
機関主催のシンポジウムの講師や個別大学
における FD の講師を務めた。 
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